
1 

Ⅲ．参考 

 

１．登録無形文化財の登録制度及び保持者等の認定制度 

  重要無形文化財以外の無形文化財（地方指定を除く。）のうち，その文化財としての

価値に鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされるものを文化財登録原簿に登

録することができる。また，登録にあたっては，当該登録をする無形文化財の保持者又

は保持団体を認定しなければならない。 

 

２．生活文化関係の登録基準について 

  保存及び活用のための措置が特に必要な生活文化のうち，次の各号のいずれかに該当

するものを登録。 

 １ 芸術上の価値の高いもの 

 ２ 生活文化に係る歴史上の意義を有するもの 

 ３ 生活文化の成立又は変遷の過程を示すもの 

 

３．保持者又は保持団体の認定について 

（１）保持者 

  登録無形文化財に登録される生活文化を体得し，かつ，これに精通している者を認定。 

（２）保持団体 

  登録無形文化財に登録される生活文化を体得し，かつ，これに精通している者が主た

る構成員となっている団体を認定。 

 

４．登録無形文化財の登録件数 

 

 
現在の件数 

今回の答申件数 
登録後の件数 

新 規 登 録 

 

登録無形文化財 

 

 

０件 

 

２件 

 

２件 

 ※登録無形文化財は，６月１４日に一部が施行された，文化財保護法の一部を改正する

法律により新設 

 

 

 

 

 

 



(１) 無形文化財の登録制度

○ 文部科学大臣は、重要無形文化財に指定されていない無形文化財のうち、その文化財

としての価値に鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされるものを文化財登録原簿

に登録できることとする（登録に際し、保持者又は保持団体を併せて認定）。

(２) 無形の民俗文化財の登録制度

○ （１）無形文化財と基本的に同様の制度として新設する。

(３) 施行期日

○ 公布日から３月以内で政令で定める日（令和３年６月14日）

※ 新型コロナウイルス感染症により、多様な無形の文化財について、公演等の継承活動に

深刻な影響が生じていることから、迅速にこれらの無形の文化財の登録を進め、国によ

る保護の網をかけるとともに、予算措置等による支援を図る。

文化財保護法の一部を改正する法律（令和３年４月23日公布）の概要

概 要

１．無形文化財及び無形の民俗文化財の登録制度の新設

趣 旨

２．地方登録制度の新設

（１）概要

① 地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財等以外の文化財でその区域

内に存するもののうち、その文化財としての価値に鑑み保存及び活用のための措置が特に

必要とされるものを当該地方公共団体の文化財に関する登録簿に登録できることとする。

② 地方公共団体は、①により登録した文化財のうち適当であると思料するものについて、

文部科学大臣に対し、国の文化財登録原簿への登録を提案できることとする。

（２）施行期日

○ 令和４年４月１日

社会の変化に対応した文化財保護の制度の整備を図るため、無形文化財及び無形の民俗文化

財の登録制度を新設し、幅広く文化財の裾野を広げて保存・活用を図るとともに、地方公共団

体による文化財の登録制度及び文部科学大臣への文化財の登録の提案等について定める。

【登録の効果】

・保持者の氏名変更等の届出義務（罰則あり）

・保存・公開に要する経費の補助、指導助言

・登録無形文化財保存活用計画の作成・認定

（名称及び保持者等、具体的な措置の内容、計画期間等）

国

文化財の類型

指定

強い規制と

手厚い保護措置

登録

幅広く緩やか

な保護措置

有形文化財 建造物、美術工芸品 等 ○ ○

有形の民俗文化財 衣食住の用具 等 ○ ○

無形文化財 芸能、工芸技術 等 ○ 新設

無形の民俗文化財 風俗慣習、民俗芸能、民俗技術等 ○ 新設

［文化財保護の制度］

地方 ［文化財の類型は任意］ ○ 新設

【第76条の７関係】

【第76条の９関係】

【第76条の10～第76条の12関係】

【第76条の13～第76条の17関係】

【第90条の５～第90条の11関係】

【第182条第３項関係】

【第182条の２関係】
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